井原市外国語指導助手派遣業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領

1　目的
この要領は、外国語指導助手派遣業務を委託するにあたり、より質の高い外国語指導助手（以下「ALT」という）の確保・配置を可能とするためプロポーザル方式によるものとし、審査委員会により審査・評価を行い、当該事業に適した事業者を選定するために必要な事項を定めるものである。

2　業務概要
(1) 件名　　　井原市外国語指導助手派遣業務
(2) 業務内容　　　別紙「井原市外国語指導助手派遣業務仕様書」のとおり
(3) 契約期間　　　契約締結日から令和１２年３月３１日まで
　　業務期間　　　令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで
(4) 業務場所　　　井原市教育委員会

３　見積限度額　　　　129,000,000円（総額・消費税及び地方消費税を含む）

４　実施形式　　　　　公募型プロポーザル方式

５　担当部署
(1) 契約担当課　　　総務部財政課契約管理係　　担当：吉田
　　　　　　　　　　住所：岡山県井原市井原町311番地1　井原市役所3階
　　　　　　　　　　電話：0866-62-9507　　FAX：0866-62-1744（総務課着）
　　　　　　　　　　e-mail：zaisei@city.ibara.lg.jp
(2) 実施担当課　　　教育委員会教育総務課　　担当：松島
　　　　　　　　　　住所：岡山県井原市井原町311番地1　井原市役所４階
　　　　　　　　　　電話：0866-62-9531　　FAX：0866-62-0332
　　　　　　　　　　e-mail：ksoumu@city.ibara.lg.jp

６　参加資格
プロポーザルに参加できる者（提案者となろうとする者）は、次に掲げる事項を満たす者とする。
(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第167条の4の規定に該当していないこと
(2) 井原市物品購入等入札参加資格を有する者であること（参加申込書の提出期限までに業者登録をした者を含む）
(3) 参加申込受付締切日から審査結果通知日の間に井原市から指名停止措置を受けていない者であること
(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること
(5) 労働者派遣事業許可を有する者であること
(6) 過去５年以内に、日本国内の３自治体以上において、ALTの派遣業務を継続して3年以上経験しかつ契約を履行完了した実績があること

7　実施の公示
　　実施要領及び仕様書の公表、配布は井原市教育委員会ホームページにて行う。配布についてはホームページからのダウンロードによる。

８　質疑及び回答
本件に関し質疑がある場合は、次の書類を提出すること。なお、提出のあった質疑及び質疑に対する回答は、参加申込者に対し一様に開示します。
(1) 質疑
ア　提出方法　　　質問書（様式第５号）により、ファクシミリ又は電子メールにて提出
イ　提出期限　　　令和8年10月9日（金）　17時まで（必着）
ウ　提出先　　　井原市総務部財政課
　　　　　　　　　　　　FAX：0866-62-1744（総務課着）
　　　　　　　　　　　　e-mail：zaisei@city.ibara.lg.jp
　　　　　　　　　　　　なお、送信後、電話により到着確認を行うこと
財政課　TEL：0866-62-9507
(2) 回答
ア　回答方法　　　井原市教育委員会ホームページにて公開
イ　回答期限　　　令和８年10月16日（金）　17時まで

９　参加申込手続
参加を希望し、参加資格を満たす者は、次の書類を提出すること。
(1) 参加申込書
ア　提出期限　　令和8年10月23日（金）　17時まで（必着）
イ　提出方法　　持参又は郵送
ウ　提出書類　　①参加申込書（様式第１号）
　　　　　　　　②事業者概要（沿革、代表者の履歴等）
　　　　　　　　③労働者派遣事業許可証の写し
　　　　　　　　④業務実績調書（様式第２号）及び契約書の写し等
　　　　　　　　⑤収支予算書及び事業計画書
エ　提出先　　〒715-8601　岡山県井原市井原町311番地1
　　　　　　　　岡山県井原市総務部財政課　担当　吉田

 (2) 参加資格審査の結果通知
ア　通知期限　　令和8年10月29日（木）　17時まで
イ　通知方法　　参加資格審査通知書（様式第７号）によりファクシミリにて通知
ウ　そ の 他　　あわせて、プレゼンテーション審査の実施日時等を通知する。

１０　企画提案書の提出
　　　上記９により井原市が本プロポーザルへの参加資格を有すると認めた者は、次の書類を提出すること。
ア　提出期限　　令和8年11月12日（木）　17時まで（必着）
イ　提出方法　　持参又は郵送
ウ　提出書類　　①企画提案書（正本１部、副本１０部）
②見積書
　　　　　　　　企画提案書の構成は、別に定める「井原市外国語指導助手派遣業務委託に係る参加申込書及び企画提案書作成要領」に基づき作成すること。
エ　提出先　　〒715-8601　岡山県井原市井原町311番地1
　　　　　　　　岡山県井原市総務部財政課　担当　吉田
オ　その他　　辞退の場合は辞退届を提出してください。提出期限までに提出がない場合は棄権とみなします。なお、辞退の場合でも、不利益な取扱いを受けることはありません。

１１　プレゼンテーションの実施
　　　企画提案書に係るプレゼンテーションを実施し、審査委員会により企画提案内容の審査及び評価を行う。企画提案者が１者のみであった場合でも、プレゼンテーションを実施し、評価基準に沿って企画提案内容の審査及び評価を行う。
　　　なお、プレゼンテーションの内容は企画提案者の裁量に任せるが、評価基準に沿ったものとする。
(1) 実施日は令和8年11月下旬ごろを予定しており、各提案者の開始時間などの詳細は財政課から別途連絡を行う。
(2)プレゼンテーションを実施する順番は、参加申込書の受付順を採用する。
(3) プレゼンテーションの時間は、各者30分以内とし、その後10分程度の質疑応答時間を設ける。
(4) プレゼンテーション実施にあたり、会場に電子黒板（モニター、HDMI端子接続）を設置する。それ以外の備品等（パソコン等）を使用する場合は、提案者で用意すること。なお、その際に要する電源は、会場の電源コンセントを使用すること。
(5) プレゼンテーションの実施に際し、企画提案内容以外の追加資料の提示は認めない。
(6) プレゼンテーションへの出席者は、１者につき３名以内とし、実際に業務に携わる責任者が必ず出席すること。

1２　選定方法
「井原市外国語指導助手派遣業務に係る審査要領」に基づいた企画提案書等の審査及び評価を行い、「候補者」と「次点者」を決定する。

1３　選定結果の通知・公表
候補者等に対しては、市から選定された旨を、また、その他に対しては選定されなかった旨をプロポーザル審査結果通知書（様式第８号）にて書面により通知する。
なお、選定結果に対する異議等は一切受け付けない。

1４　契約条件
候補者は、企画提案書の提案内容を基に市と協議し、業務内容を確定したうえで「井原市外国語指導助手派遣業務」の随意契約を締結するものとする。
ただし、候補者と合意に至らない場合は、次点者と交渉する。

1５　スケジュール
(1) 公募開始　　　　　　　　　　　　令和8年9月30日
(2) 質問受付締切　　　　　　　　　　令和8年10月9日17時まで
(3) 質問回答期限　　　　　　　　　　令和8年10月16日17時まで
(4) 参加申込書受付締切　　　　　　　令和8年10月23日17時まで
（参加意思表示の受付締切）　　　
(5) 参加資格審査通知　　　　　　　　令和8年10月29日
(6) 企画提案書提出締切　　　　　　　令和8年11月12日17時まで
(7) 業者プレゼンテーション審査会　　令和8年11月下旬ごろ
(8) 受託候補者との契約交渉　　　　　令和8年12月上旬
(9) 契約業者の決定、契約締結　　　  令和8年12月下旬

16　その他
(1) 手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。
(2) 提出物作成に必要な資料は、参加者に提供する。
(3) 提出書類は、返却しないものとする。
(4) 書類提出後において、原則として記載された内容の変更を認めない。
(5) 書類の作成及び提出に関して必要となる経費については、提案者の負担とする。
(6) 参加申込書及び企画提案書が次の条件のいずれかに該当する場合には、審査の対象から除外する。
　　ア　定めた提出方法、提出先、期限に適合しないもの
　　イ　本実施要領に記載した指定する作成様式及び記載事項に示された条件に適合しないもの
　　ウ　記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの
　　エ　虚偽の内容が記載されたもの
　　オ　関係者への工作等不正な活動を行ったと認められるもの
(7) 本プロポーザルは、外国語指導助手派遣業務に対する発想、対応姿勢、優れたアイデアと業務能力を有する事業者を選定するものである。したがって、実際の策定段階においては、提案されたアイデアを尊重することとするが、変更等を行うことがある。
(8) 審査の経緯及び内容に関しては、いかなる問い合わせにも応じないものとする。また、提出者は審査結果について、異議等の申立てをすることができないものとする。
(9) 提出書類について、井原市情報公開条例（平成１２年井原市規則第２４号）の規定に基づき、その内容の全部又は一部を公開する場合がある。ただし、個人情報については、本プロポーザルのためのみに使用し、本人の承諾なしに第三者には提供しない。
(10) その他必要な事項は、教育委員会教育総務課長が別に定める。

	
